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研究成果の概要（和文）：現地NGOと日系企業を含む外資系企業との協働のBOP戦略を「持続可能なビジネス生態
系（エコシステム）」の視点から研究してきた。研究調査対象地域は、海外協力機関との関係上、バングラデシ
ュとフィリピンとなった。グラデシュの協力NGO機関は、Grameen Bank, フィリピンはCCARD(Center for 
Agricultural and Rural Development) であった。両機関の協力により、現地における具体的貧困の実態、特に
貧困地域の就業・収入・家族状況をデータ的に整理し、それを踏まえて開発経営学的視点から理論的に論じられ
るようになった。

研究成果の概要（英文）：We have been researching BOP strategies for collaboration between local NGOs
 and foreign companies, including Japanese companies, from the perspective of a sustainable business
 ecosystem. The target areas for the research survey were Bangladesh and the Philippines due to 
their relationship with overseas cooperation organizations. The collaborating NGOs in Bangladesh and
 the Philippines were the Grameen Bank and CARD (Center for Agricultural and Rural Development). 
Through the cooperation of the two organizations, the actual situation of poverty in the local area,
 especially the employment, income, and family situation in the poor area has been clarified by 
data, and it has become possible to discuss it from the perspective of development management.

研究分野： 開発経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
バングラデシュにおけるGrameen Bankと外資系企業との共同出資による「ソーシャル・ビジネス」のエコシステ
ムの研究、フィリピンにおけるCARDのマイクロファイナンス活動による農村女性層の経済的自立化の研究を進め
ることができた。さらに、フィリピンでの研究調査は、対象地域の女性層が教育機会を得るにつれて、外資系を
中心とするBPO(Business Process Outsourcing)産業の台頭とともに就業機会を獲得して、家族の重要な経済的
基盤を構築してきたことも明らかとなった。
　こうした成果を開発経営学的視点から理論的に整理し、新興国における貧困削減に向けた理論的な貢献を期待
しうる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

新興国における貧困層の絶対的増大傾向が続いている背景とその削減策を、開発経済学の視

点のみならず、経営学の視点からもどのように統合化して理論的に明らかにできるのかを分担

者と共に追求してきた。今回は科研費の財政的援助もあり、現地、特にバングラデシュとフィ

リピンにおいてより詳細に現地調査を含めて理論化していくことを目指した。 

 

２． 研究の目的 

 従来の開発経済学的分析では、マクロ的視点からの分析が軸となるために、貧困の政治経済

学的追求を主とすることになり、マクロ的原因を特定化することはある程度可能とはなるが、

その具体的削減方法を個別産業、企業戦略の視点からより主体的に明らかにしていくことに困

難さを感じていた。そこで、新興国固有の企業戦略論的視点を包含した新たな「開発経営学」

の構築を目的とすることになった。 

 

３. 研究の方法 

 現地調査国をバングラデシュとフィリピンに絞り、これら諸国の主要 NGO 機関に協力を依頼

して、具体的な貧困層家族の削減対策を聞き取り調査すると同時に、現地の農村地域おける家

族生活の実態と NGO との共同活動を調査した。さらに、現地 NGO の政策の中でもより成果の大

きい成果を調査し、どのような現地住民を巻き込んだ政策が効果的であったのかを分析した。

そうしたプロセスの中で、バングラデシュにおいては、現地 NGO と外資系企業との共同出資に

よるソーシャル・ビジネス型の事業戦略が現地のバリューチェーンと国際バリューチェーンを

連結させることによって、現地の雇用を創出させながら事業をよりサステイナブルなものにし

ていくことが有効であることが見いだされた。 

そして、フィリピンにおいては、現地 NGO による現地零細企業へのマイクロファイナンスと

同時に現地市場開拓に向けたマーケティング戦略の有効性が見いだされた。これによって、農

村地域の貧困層家族の生活基盤がより安定化し、子供たちの教育と栄養条件が改善しうること

が見いだされた。 

 

４. 研究成果  

(1) 上記の研究方法のもとに、バングラデシュでは、現地 NGO の Grameen Bank と日系のユー

グレナ社との共同出資による農村地域における豆苗栽培とゴマ栽培と日本への輸出を通して、

貧困農村地域住民の参加と現金収入増加のプロセスと課題を明確にすることが可能となってい

た。現地調査を踏まえたエコシステムを理論的に整理し、それを集約した図は下記の通りであ

る。 



 

 
Source: T.Hayashi et.al（eds）(2023), Base of the Pyramid and Business Process Outsourcing Strategies, 

Singapore, Springer, P.32 

 

(2) フィリピンにおける現地農村地域におけるサリサリストアの経営状況と家族調査を通じて

得られた子弟の教育状況から見えてきたことは、従来は進学しえなかった女性も高校、短大へ

の進学も次第に可能となり、その結果、拡大しつつある都市の IT-BPO 産業への就業が可能とな

ってきた点であった。サリサリストアの実態とこの IT-BPO 産業における、”Call Center”業

務における女性就業者の実態と位置づけに関しては、T.Hayashi et.al(eds)(2023),Base of the 

Pyramid and Business Process Outsourcing Strategies, Singapore, Springer,Chap.4, 6, 7, 8, 9 にその成果

が詳細に述べられている。 

 なお、これらの成果は、内外の学会において報告されており、また現地機関と共同研究の機

会をさらに得る契機となった。 

 

(3) 本研究の成果は、バングラデシュおよびフィリピンの研究者にも執筆に参加してもらい、

T.Hayashi, H.Hoshino, Y.Hori(eds)(2023), Base of the Pyramid and Business Process Outsourcing 

Strategies, Singapore, Springer. として出版された。今回の研究調査の過程で、現地機関、現地研

究者との協力関係が築かれたことを活かして、次回のさらなる研究の進展を図り、貧困層の低

減策と理論的貢献につなげていく所存である。 

なお、今回の研究機関においては、世界的な covid19 の感染、および現地でのテロ活動への

対処等々により研究調査がたびたび中断したが、逆に研究チームとしてのリスクマネジメント

能力が高められたようにも思われる。これらの成果を、次回の研究に生かしていく所存であ



る。そして最後に、研究調査に際してご協力をいただいた関係諸機関、諸氏に心より謝意を表

する次第である。 
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